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1. 近年の教育経済学の問題関心
(1) 公教育政策の費用対効果
テーマ
◦ 学級規模、教員の質、学校選択制度、教育バウチャー、成果報酬制
◦ 幼児教育の効果、IT教育etc

手法と関心
◦ 因果効果の推計
◦ 実験・準実験デザインによる因果識別
◦ RCTによる社会実験
◦ 外的ショックや政策の非連続性・地域性を利用した操作変数(IV)による推計

政策的意義
◦ 個別政策の相対的有効性（費用対効果／費用便益）

私自身の研究
◦ Akabayashi & Araki (2011), Akabayashi & Nakamura (2014), Akabayashi & Tanaka 
(2013), 赤林・田中(2016). サーベイ・提言として赤林(2015a), 赤林・荒木(2012a, 
2012b).
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1. 近年の教育経済学の問題関心
(2) 世代間の所得の不平等の媒介としての

家庭と教育の役割
テーマ
◦ 家庭の経済格差と子どもの教育格差・次世代の経済格差
◦ 家庭の所得と教育達成度の関連
◦ 学力や非認知能力が将来の所得や職業選択に与える影響
◦ 世代間の所得の相関と媒介変数

手法と関心
◦ 大規模政府データ・国際比較データ・長期パネルデータの利用
◦ 因果関係がクリアでなくても、事実発見・理論との整合性を重視

目的
◦ 政策課題や研究課題（解明すべき因果）の提起
◦ 国際比較を通じた政策・制度比較

私自身の研究
◦ 赤林・直井・敷島（編著：2016）,樋口他(編著：2011, 2012, 2013: 子ども調査を

使った最初の報告を所収), Akabayashi et al (2016), 赤林（準備中）
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2. 経済的地位の世代間連関
(1) 経済学モデル
新古典派経済学モデル Becker and Tomes (1979, Becker (1990)に再録)
◦ 教育投資が労働生産性の向上を通じて賃金所得を決定（人的資本理論）

◦ 親は子の将来の生活を豊かにしてあげたいという愛情(altruism)から教育投資

◦ 子の人的資本は、子自身の人的資本の初期賦存量(Endowment)にも依存

◦ 人的資本の初期賦存量は、遺伝的資質、生まれてから過ごした環境、親から受け継いだ
文化や社会的地位などに強く影響を受け、親子間で系列相関を持つと想定。

実証上の定式化 Solon (1999, 2004)

	 log ௖ܻ ൌ ∗ߤ ൅ logߚ ௣ܻ ൅ ௖ܧ݌ (1)

௖ܧ ൌ ௣ܧߣ ൅ ߭௖ (2)
◦ ௣ܻと ௖ܻは、それぞれ親と子の所得水準。ܧ௣とܧ௖は、それぞれ親と子の人的資本初期賦存

量
◦ ߭௖は分散一定のホワイトノイズ。
◦ λは人的資本の世代間継承率(Degree of heritability)。
◦ β は世代間の所得弾力性（IGE: Intergenerational Elasticity of Earnings）

◦ 親の所得水準が1%上昇すると子の所得水準が何%変化するか＝世代間の収入の相関＝貧困の連鎖

◦ β は小さい方が、豊かになれるかは生まれ育ちと関係ない：機会の平等の指標（？）
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2. 経済的地位の世代間連関
(2) 推計の上での課題
βの一致推定量
◦ (1)の誤差項が親の所得と相関がなければ、最小二乗法でOK.

２つの古典的問題

1. 親の所得の内生性
◦ (2)のλが0でない場合、子の人的資本の初期賦存量は、親の所得と相関。

◦ 単純な最小二乗法による推計量ではβにEndogeneity Biasを与える。

2. データの要請と計測誤差
◦ (1)を正確に推計しようとすると膨大なデータが必要

◦ 理論的にはYpとYcには生涯に渉る恒常所得（生涯所得）であるべき。

◦ 便宜的に一時点の所得データを利用すると、年齢の影響を除去する必要。

◦ 恒常所得と比較した誤差の存在がβの推計値にAttenuation Biasを与える。
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2. 経済的地位の世代間連関
(3)日本と世界の実証研究
日本におけるIGEの推計
◦ Ueda (2009)は『消費と生活に関する家計パネル調査1993‐2004』を用い、
IGEの推計値は男性（既婚）が0.4、女性が0.3程度。

◦ LeFrance, et al (2014)はSSM1955‐2005を用い、男女ともIGEは0.35程度。

国際比較
◦ グレート・ギャツビー・カーブ(Great Gatsby Curve) (Corak 2013)

◦ 横軸に所得格差の指標である「ジニ係数」を、縦軸にIGEを、国毎にプロット。

◦ 米国と英国は所得格差も世代間の格差の固定化も最も著しいグループ

◦ 英米の対極にデンマーク、ノルウェーなどの北欧諸国

◦ 日本は両者の中間よりやや右上に位置。

◦ 結果の不平等と機会の不平等はトレードオフの関係にない？

◦ 「アメリカンドリーム」（格差があってもチャンスは誰にでもある）の崩壊？
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3. 国際的研究動向（国際比較）
世代間モビリティの高い国への関心の高まり
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親のSESと幼児期の子どものテストの相関が高い
一方、子どもの年齢が上がるにつれてその相関が
減少しているのであれば、家庭環境によって遅れを
とっていた子どもが初等中等教育段階で追いつくた
めにチャンスを与えられたに違いない。

別の国では、早い段階での学力の格差を事実上
固定化し、もしくは拡大するような制度（たとえば早
い段階での学力によるトラッキングの実施や家庭環
境の悪い子どもを低質の学校に入れるような制度）
を維持しているため、階層間移動をもたらすための
スキルの形成が不可能かも知れない。

このように、子どもの成長段階のどこで親のSESの
影響が大きいのか、各国間比較をすることで、格差
の固定化を和らげるために組み込まれている国固
有の構造に光を当てることができる。また遺伝的な
伝搬過程が国ごとに異なるという証拠はないので、
国ごとの差は、その国の環境や政策に帰着されるで
あろう」
Ermisch, Jäntti, and Smeeding (2012, p.11)
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4. JCPS: 日本の子どものパネルデータ
(1) 概要

目的

◦ 主にタイプ(2)の研究（世代間の不平等の伝搬）への貢献を念頭

特長

◦ 全国の家計のランダムサンプルを通じた子どものパネル調査。

◦ 学力と非認知能力を郵送で調査。

◦ 収集後３－５年後に、ミクロデータを研究者に公開。

主な研究資金

◦ 平成20‐24年度人文学及び社会科学における共同研究拠点の整備の推進事業「家計パネル調査共同
研究拠点」

◦ 平成24‐28年度 特別推進研究「経済格差のダイナミズム：雇用・教育・健康と再分配政策のパネル分析」

◦ 平成28‐32年度基盤研究S『経済格差と教育格差の長期的因果関係の解明：親子の追跡データによる分
析と国際比較』

より詳細な情報は

◦ 慶應義塾大学パネルデータ設計・解析センター

◦ http://www.pdrc.keio.ac.jp/open/
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4. JCPS: 日本の子どものパネルデータ
慶應義塾大学におけるパネルデータの収集
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日本子どもパネル調査 ( JCPS)

• 2010年調査開始
• KHPS、JHPSの付帯調査としてそれぞれ原則隔年で調査
• 調査時点における全ての小・中学生を対象
• 2016年より就学前４年の幼児も対象に
• 2017年より18歳以上の第二世代も対象に(2015年に試行的調査）

慶應義塾家計パネル調査（KHPS）

• 2004年開始
• 調査時点で20-69歳までを対象
• 第12回調査まで調査完了
• 全国から無作為に抽出された4,005世帯
• 2007年調査、2012年調査に、それぞれ1,419世

帯、1,012世帯を追加

日本家計パネル調査（JHPS）

• 2009年開始
• 調査時点で20歳以上を対象
• 第7回調査まで調査完了
• 全国から無作為に抽出された4,022世帯

4. JCPS: 日本の子どものパネルデータ
JHPS/KHPS/JCPSと第二世代調査
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4. JCPS: 日本の子どものパネルデータ
(3) 調査方法と内容

小中学生(2010‐)
◦ 対象世帯にいる小中学生の子どもすべてに対し以下の調査票を郵送・回収

◦ 子ども調査票
◦ 学年ごとの学力テスト（数学・国語・推論）

◦ 自治体の実施したテストから同じテスト項目を利用

◦ QOL: Quality of Life 尺度（改訂版KINDL，小学3年生～）

◦ 学習状況などに関するアンケート項目

◦ 子ども自身で回答してシールで封。

◦ 親調査票
◦ 対象となる子どもによって異なる家庭や学校の状況、学習・生活状況

◦ 子どもの社会性を測定する尺度（SDQ: Strength and Difficulty Questionnaire）

就学前児童(2016‐)
◦ 対象世帯にいる３月末時点で３歳以上の子どもを持つ親すべてに郵送・回収

◦ 親調査票
◦ 子どもの保育状況、親から見た子どもの様子、習い事等。
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4. JCPS: 日本の子どものパネルデータ
年齢（学年）別小中学生サンプルサイズ

Grade Age 2010 2011 2012 2013 2014
1 7 62 58 47 56 91
2 8 45 72 55 82 78
3 9 63 88 72 72 90
4 10 47 77 47 81 99
5 11 62 75 68 91 109
6 12 38 83 48 87 107
7 13 58 68 57 82 94
8 14 47 84 47 83 88
9 15 42 57 52 74 95

Total 464 662 493 708 851
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4. JCPS: 日本の子どものパネルデータ
年度別回収率
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Survey 
year

Survey of 
Household

Number of 
target 

households

Number of 
cooperating
households

Response 
rate by 

household

Number of 
target 

children

Number of 
cooperating

children

Response 
rate by 
children

2010 JHPS 644 312 48.4% 959 467 48.7%

2011 KHPS 730 434 59.5% 1126 662 58.8%

2012 JHPS 595 342 57.5% 888 493 55.5%

2013 KHPS 808 453 56.1% 1242 709 57.1%

2014 JHPS/KHPS

2016 JHPS/KHPS
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５．分析結果と国際比較
子どもの学力と世帯所得の関係
出所：中村・直井・敷島・赤林2016「親の経済力と子どもの学力」図3.2, 3.7 （赤
林・直井・敷島2016.p.67, 77）
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５．分析結果と国際比較
英国と米国における所得階層間の学力の動態
Source: Akabayashi et al (2016) ‐Magnuson, et al. (2012, Table 10.4‐5, 10.8‐9, pages 248–249, 
254–255)を再構成
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(1)  英国 (2)  米国
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５．分析結果と国際比較
子どもの学力水準のモビリティ
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出所：中村・直井・敷島・赤林2016「親の経済力と子どもの学力」図3.6 
（赤林・直井・敷島2016.p.72）

５．分析結果と国際比較
学力水準の２年間の遷移（モビリティ）
日本・英国・オーストラリアの比較
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(2)  学力上位４分の１子どもの遷移(1)  学力下位４分の１子どもの遷移

2016年9月7日

Source: Akabayashi et al. (2016) ‐ Blanden, et al (2012)を再構成。
Data: MCS(英国), LSAC (オーストラリア）, JCPS(日本）

５．分析結果と国際比較
子どもの非認知能力と世帯所得の関係
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出所：赤林・敷島2016「親の社会経済的背景と子どもの問題行動・QOL」図5.3, 4, 6 （赤林・直井・
敷島2016.所収.p.120, 123）

５．分析結果と国際比較
英国・ドイツ・日本の子どもの問題行動（SDQ 尺度）
と家庭背景の関連の比較
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(1)  親の学歴（親の学歴の高い方） (2)  親の所得階層（四分位による階層）

出所：赤林・敷島2016「親の社会経済的背景と子どもの問題行動・QOL」図5.2 （赤林・直井・敷島
2016.所収.p.114）データ: MCS(英国), German SOEP (ドイツ）, JCPS(日本）
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５．分析結果と国際比較
子どもの問題行動のモビリティ
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6. JCPSの意義と今後の課題
(1)家計調査を通じた学力の計測

従来の学力調査は、ほとんどが学校を通じた調査
◦ 全国学力・学習状況調査・PISA・TIMSS・JELS・「学力の社会学」

学校を通じた調査の長所
◦ 詳細な学校情報・高い回収率・「正確」な学力調査。

◦ 主に、タイプ(1)の研究に利用。

家計を通じた調査の長所
◦ 学校の協力が不要・追加的コストなしで卒業後の追跡が可能。

◦ 詳細な家庭背景情報。

◦ 質問項目・テスト内容に関する自由度。

◦ 私立学校の児童生徒も含まれる。

◦ 主に、タイプ(2)の研究に利用。
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6. JCPSの意義と今後の課題
(2)認知・非認知能力の郵送調査

郵送調査の特長
◦ 低コスト

◦ 学力テスト等の信頼性の懸念

調査における工夫
◦ 子どもが自分で回答し、テープで四方をとめてから親に渡すことに。

現時点での評価
◦ 学力テストは十分信頼出来る。

◦ そもそもどのように測られた「学力」が将来に関係するのか？

複数のOutcomeを計測することの意義
◦ 国際的に比較可能な子どもの問題行動やQOLの尺度

◦ 認知能力と非認知能力の動学的な関連と将来へのインパクト

2016年9月7日 23

6. JCPSの意義と今後の課題
(3)ミクロデータを研究者に公開

教育の社会科学研究の活性化
◦ CNLSY, MCS等が教育経済研究に与えたインパクトを理解

◦ 子どものデータの研究者向け公開の困難を越える

◦ 再検証可能なデータの共有と分析手法の進歩

日本を国際比較の対象に
◦ 独自の教育政策。高い学力水準

◦ 北欧と英米の中間の道？

◦ 政策情報とミクロデータが「オープン」であることが鍵

◦ 国際的な政策研究コミュニティへの貢献

2016年9月7日 24
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6. JCPSの意義と今後の課題
(4) 課題と今後の計画
基盤研究S『経済格差と教育格差の長期的因果関係の解明：親子の追跡
データによる分析と国際比較』

データの質の向上
◦ IRTを用いたテストスコアの標準化（計画中）
◦ 母集団の代表性維持（回収率の維持、ウェイト作成）
◦ 学校情報の改善

子どもの将来のアウトカム
◦ １８歳以上の子どもの調査（計画中：MCSなどを参考）

小学校入学以前の情報
◦ 就学前調査の開始（2016/2より２年おき）

日本発の国際比較
◦ 中国(2017/1)、欧米（計画中）

データの提供体制の改善
◦ ウェブ申請・提供システムの構築（別資金で計画中）
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